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住
民
税
・
国
民
健
康
保
険
税
の
申
告
が
始
ま
り
ま
す
 

〜
準
備
は
お
早
め
に
〜
 

　
平
成
19
年
分
住
民
税
・
国
民
健
康
保
険
税
の
申
告
が
、
2
月
18
日
（
月
）

か
ら
始
ま
り
ま
す
。
 

　
詳
し
く
は
、
後
日
全
戸
配
布
し
ま
す
日
程
表
を
ご
確
認
い
た
だ
き
、
申

告
に
必
要
な
書
類
を
持
参
の
う
え
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 ■
申
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
方
 

　
①
平
成
20
年
1
月
1
日
現
在
、
阿
蘇
市
に
住
所
が
あ
る
方
 

　
②
営
業
、
農
業
な
ど
の
事
業
収
入
や
不
動
産
収
入
が
あ
る
方
 

　
③
国
民
健
康
保
険
に
加
入
さ
れ
て
い
る
方
 

　
④
給
与
所
得
が
二
ヶ
所
以
上
あ
り
年
末
調
整
を
さ
れ
な
か
っ
た
方
 

　
⑤
報
酬
、
料
金
、
契
約
金
及
び
賞
金
等
の
支
払
を
受
け
た
方
 

　
⑥
医
療
費
控
除
等
そ
の
他
の
所
得
控
除
を
受
け
る
方
 

　
⑦
肉
用
牛
の
売
却
に
よ
る
農
業
所
得
の
課
税
の
特
例
を
受
け
る
方
 

 ■
申
告
を
し
な
か
っ
た
場
合
は
 

　
①
金
融
機
関
等
に
必
要
な
所
得
証
明
書
な
ど
の
交
付
が
で
き
ま
せ
ん
。
 

　
②
国
民
健
康
保
険
税
の
軽
減
措
置
が
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
。
 

　
③
そ
の
他
市
営
住
宅
や
保
育
料
の
算
定
な
ど
に
支
障
を
き
た
す
場
合
が

　
　
あ
り
ま
す
。
 

 ■
事
業
主
の
皆
さ
ま
へ
 

　
　
平
成
19
年
中
に
給
与
、
賃
金
な
ど
を
支
払
っ
た
場
合
は
、
「
給
与
所

　
得
の
源
泉
徴
収
票
」
を
作
成
し
、
す
べ
て
の
受
給
者
に
交
付
す
る
こ
と

　
に
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
「
給
与
支
払
報
告
書
」
は
、
受
給
者
の
平

　
成
20
年
1
月
1
日
現
在
、
住
所
の
あ
る
市
町
村
に
、
平
成
20
年
1
月
31 

　
日
（
木
）
ま
で
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 ■
身
体
の
不
自
由
な
方
や
高
齢
者
の
方
へ
 

　
　
期
間
中
、
申
告
に
来
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
は
必
ず
連
絡
を
し
て

　
く
だ
さ
い
。
 

 〔
問
い
合
わ
せ
先
〕
税
務
課
市
民
税
係
　
�
2
2
―
3
1
4
8
 

 

　平成20年は農業委員の改選の年となっています。 
　農業委員選挙に選挙権を有する方は、阿蘇市内に住所を有するか、生活の根拠地をおかれる20歳以上の
方(昭和62年4月1日以前に生まれた人)で、次の要件のいずれかに該当する方です。 
 
①10アール以上の農地について、耕作の業務を営む者 
　（小作に出している農地の面積は含みません） 
②耕作の業務を営む者の同居の親族、または、配偶者で、 
　年間60日以上耕作の業務に従事している者 
③10アール以上の農地について耕作の業務を営んでいる 
　農業生産法人の組合員、及び出資を行っている社員 
 
※要件に該当する方については、農業委員会から選挙人名簿登録申請書が郵送されます。 
※農業委員の選挙の選挙人名簿は、通常の選挙と違い、申請により登録されます。 
※選挙人名簿登録申請書を提出されない場合は、選挙権を有しないという事になりますので、1月21（月）
　までに農業委員会事務局農地調整係、内牧支所産業係、波野支所産業土木係のいずれかに提出してくだ
　さい。 
 
〔問い合わせ先〕農業委員会事務局農地調整係　TEL 22－3254 所得税から住宅ローン控除額を 

　　　　　引ききれなかった方へ 
申告が 
必要です!

農業委員選挙の選挙人名簿登録申請書の提出について 

　気象業務法の一部が改正され、火山活動の状況より具体的な防災行動
に結び付くような表現に改正されました。 
　レベル3以上になった場合は、防災無線等でお知らせします。 
　詳しくは、回覧しておりますリーフレット、又は気象庁ホームページ
（http://www.jma.go.jp/jma/index.html）をご覧ください。 
〔問い合わせ先〕総務課防災交通係　TEL 22－3111 

所得税で控除しきれなかった分は住民税（所得割）から控除されます。 

　税源移譲により、所得税が減額となり、控除できる住宅ローン控除額が減る場合があります。平成１８年末ま

でに入居し、所得税の住宅ローン控除を受けている方で、所得税から控除しきれなかった額がある場合は、翌年

度の住民税（所得割）から控除できます。 

平成20年以降、住民税の住宅ローン控除の適用を受けるためには、毎年申告が必要となります。 

　平成19年分の所得税から控除しきれない額が発生した場合、平成20年3月17日までに、平成20年1月1日現在お

住まいの市区町村へ「市町村民税道府県民税住宅借入金等特別税額控除申告書」を提出してください。 

気象業務法の一部が改正されました 

レベル１ 

レベル２ 

レベル３ 

レベル４ 

レベル５ 

平常 

火口周辺規制 

入山規制 

避難準備 

避難 

 

静穏、火口内で火山灰の噴出等が見られる。 
 

火口周辺に影響を及ぼす噴火が発生、 
あるいは発生すると予想される。 
 
居住地域の近くまで重大な影響を及ぼす噴火が 
発生、あるいは発生すると予想される。 
 
居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が発生する 
と予想される。 
 
居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が発生、あ 
るいは切迫している状態にある。 
 

火口内等 

火口周辺 

火口から居住地域近くまで 

居住地域 

居住地域 

 

レベル 

住民税の住宅ローン控除の適用を受ける方 

所得税の確定申告をされない方 

所得税の確定申告をされる方 

 

住宅借入金等特別税額控除申告書の提出方法 

源泉徴収票を添付して市区町村へ提出 

所得税の確定申告書とともに税務署へ提出 

住民の防災行動 火山活動の状況 対象範囲 

税源移譲前 

所得税額 

住宅ローン 
控除可能額 － ＝ 

住宅ローン 
控除額 

納付すべき 
所得税 

税源移譲後 

所得税額 

所得税額 
が減少 

住宅ローン 
控除可能額 － ＝ 所得税 

住宅ローン 
控除額 

控除しきれ 
なかった額 

納付すべき 
住民税額 

住民税住宅 
ローン控除額 

減少 

措
置
 

これまで所得税から控除できた住宅ローン控除額が減少 

所得税から控除しきれなかった住宅ローン 
控除額を翌年度の住民税（所得割）から控除 

本
来
納
付
す
べ
き
住
民
税
額
 

申告期限 

まで 
3月17日 

 


